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１．目的１．目的１．目的１．目的：：：：本研究では，強震動と液状化による下水道汚水管の被害が顕著であった茨城県神栖市，ひたちなか市および千

葉市美浜区を分析対象とする．文献 1)より示された被災データを基に管種，管径，液状化を含む地形区分の観点から被害

率間の関係を再評価し，空間補間によって推定した地震動分布より標準被害率曲線の高精度化を行う． 

２．分析２．分析２．分析２．分析対象データ：対象データ：対象データ：対象データ：被害データは管体や人孔の継ぎ目の破損によって滞水が発生し，応急復旧を要した汚水管延長を表

す．各対象地区における総敷設延長は神栖市が 242km，ひたちなか市が 452km，千葉市美浜区が 412km であり，被害延

長はそれぞれ 16.216km，10.362km，12.336km であった 1)．地震動強さとしては計測震度 IJ を採用した．IJ の空間分布の

推定に当たっては，文献 2)の手法を参考に K-NET，KiK-net，気象庁，地方公共団体，および国土技術政策総合研究所よ

り得られた 1,114 観測点の強震観測波形ならびに気象庁の震源データに基づき Kriging による空間補間を適用した．図 1

には分析対象地域の下水道汚水管網と推定した IJ の分布を示す．地形区分としては J-SHIS の微地形の 250m メッシュデ

ータを用いた．液状化領域については国土交通省関東地方整備局・地盤工学会による報告書 3)により示された領域を用い

た．更に，神栖市については液状化被害の罹災証明が申請された家屋・建物データより同定された液状化領域を加えた 4)．

以上のデータより，分析対象地域を非液状化領域，液状化領域に切り分けた．分析の際には被害延長 Ld[km]を敷設延長

L[km]で除した被害率 RLを定義し，管種，管径，液状化を含む地形区分の観点からそれぞれの被害率を算出した． 

３．管種，管径，３．管種，管径，３．管種，管径，３．管種，管径，液状化液状化液状化液状化を含む地形区分を含む地形区分を含む地形区分を含む地形区分の観点からみた被害率間の関係の観点からみた被害率間の関係の観点からみた被害率間の関係の観点からみた被害率間の関係：：：：配水管の被害推計に係る研究 5)を参考に，式(1)

に示す配水管の被害推定式を援用し，多変量解析により被害率間の関係を明らかにした（表1）． 

( ) ( )IJRCCCIJR Lgdp
*
L =  (1) 

なお ( )IJR*
L は計測震度 IJ を関数とした補正後の予測被害率， ( )IJRL は標準被害率，Cp，Cd，Cgはそれぞれ管種，管径，

液状化を含む地形区分に関する補正係数を表す．基準とする被害率(1.00)は管種が塩化ビニル管 VP，管径が Φ＜300mm，

液状化を含む地形区分においては沖積平野[液状化なし]とした．それらの区分を基準とすると補正係数は，ヒューム管

HP が 0.71，コンクリート管 CP が 1.99 となり，管径においては 300≦Φ＜600mmが 1.93，600≦Φ＜1000mmが 0.97，1000mm

≦Φが 0.30 であった．液状化を含む地形区分に関しては，ローム台地が 1.01，沖積平野[液状化あり]が 9.21，埋立・干拓

地[液状化なし]が 0.28，埋立・干拓地[液状化あり]が 2.52 となった．管径に関して，300≦Φ＜600mm の補正係数が 1.93

と既往の値よりも高くなった理由は，神栖市でこの管径の被害が液状化領域のみに甚大に生じたためである． 

４．標準被害率曲線の高精度化４．標準被害率曲線の高精度化４．標準被害率曲線の高精度化４．標準被害率曲線の高精度化：：：：基準とする管種，管径，液状化を含む地形区分に関しては，先述の補正係数の基準と同

じものを用いる．被害率は IJ の区間幅 0.1ごとに算出した（図 2）．標準被害率曲線の平均値のモデルとしては，式(2)に

示す標準正規分布を適用し，C，µ，σのモデルパラメータは最尤法により決定した． 

( ) ( )( )σµ−Φ⋅= IJCIJRL  (2) 

その際，更に同一の計測震度 IJ におけるばらつきを対数正規分布で仮定し，10%非超過確率および 10%超過確率として

平均値とともに図2に示す．図2においては有効範囲を黒線で表し，白抜きのプロットは曲線への寄与度の低い敷設延長

5km未満の被害率を示す．また，各パラメータには計算の収束性の観点から，最低限の制約の幅を設けた（表2）．  

 図 2より，標準被害率曲線は非液状化領域において，IJ=5.2 で平均値が 10-3 [km/km]を越え立ち上がり始め，5.2 以上で

0.040[km/km]に漸近した．液状化領域においては，IJ=4.1 で平均値が 10-3 [km/km]を越え，5.1 以上で 0.239[km/km]に漸近

した．曲線の平均値が 10-3 [km/km]を越える点は非液状化領域のデータにおいては IJ =5.2 に対し，液状化領域の被害デー

タにおいては IJ=4.1 となった．これは，液状化領域のデータにおいては被害データが得られた区間が少ないことが原因で

ある．曲線が漸近する被害率 C の値は非液状化領域で 0.040[km/km]に対して液状化領域で 0.239[km/km]と 6.0倍となり，

液状化による被害率の高さを反映するモデルとなった．表1に示した補正係数により，液状化領域の標準被害率曲線を補 
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正した結果を図3に示す．実被害率は概ね補正した曲線の近傍に存在したが，地形区分の観点から見ると IJ=5.6 において

実被害率が曲線を大きく上回っている．これは液状化被害が特に甚大であった神栖市の堀割地区の被害を反映している． 

５．まとめ：５．まとめ：５．まとめ：５．まとめ：東北地方太平洋沖地震において下水道汚水管の被害が甚大であった茨城県神栖市，ひたちなか市および千葉

市美浜区の被害の傾向を管種，管径，液状化を含む地形区分の観点から再評価し，高精度な被害率曲線を再構築した． 
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図1 分析対象地域の下水管汚水管ネットワークと空間補間によって推定された計測震度分布 
 

    表 1 補正係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図 2 実被害率と標準被害率曲線           

表 2 標準被害率曲線のパラメータ，拘束条件および適用範囲
  

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図3 管種，管径，地形区分の観点から見た実被害率と補正係数を掛け合わせた被害率曲線との比較（液状化領域） 
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